概要６頁
（最終貸借対照表記載例）
会社法施行規則第二百十三条の八の記載要領

第一号
イ　決算公告を官報でしているとき
　掲載紙　官報
　掲載の日付　令和〇年〇月〇日
　掲載頁　〇〇〇頁（号外第〇〇号）

第一号
ロ　決算公告を事に関する事項を掲載する
日刊新聞紙で公告をしているとき
　掲載紙　〇〇〇〇新聞
　掲載の日付　令和〇年〇月〇日
　掲載頁　〇〇頁

第一号
ハ　電子公告により公告をしているとき
　（電子開示）
　https://kanpo-ad.com

第二号
　最終事業年度に係る貸借対照表につき、公告対象会社が法第四百四十条第三項に規定する措置をとっている場合
　（電子公告）
　https://kanpo-ad.com

第三号　
　公告対象会社が法第四百四十条第四項に規定する株式会社である場合において、当該株式会社が金融商品取引法第二十四条第一項の規定により最終事業年度に係る有価証券報告書を提出しているとき
　金融商品取引法による有価証券報告書提出済。

第四号
　公告対象会社が会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第二十八条の規定により法第四百四十条の規定が適用されないものである場合
　（特例有限会社）
　計算書類の公告義務はありません。

（※　特例有限会社は、株式交付親会社になれない。根拠　改正　会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律　第三八条）

第五号
　公告対象会社につき最終事業年度がない場合
　確定した最終事業年度はありません。

（株式交付親会社が株式交付子会社の最終事業年度の存否を知らない場合）
　最終事業年度の存否を当社は確知しておりません。

第六号
　前各号に掲げる場合以外の場合
　（決算公告未開示）
　最終事業年度に係る貸借対照表の要旨（決算公告）を同時に掲載する。

（株式交付子会社の当該貸借対照表の要旨の内容にあっては、株式交付親会社がその内容を知らないとき）
　貸借対照表の要旨の内容を当社は確知しておりません。
兵庫県官報販売所　TEL 078-341-0637　FAX 078-382-1275　office@kanpo-ad.com
